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該当

事業の目的 最終的
現在対応していない電子納税など、対応可能な業務の
拡大に努める。

今年度

事業者（税理士）は、給与支払報告書を従業員在住の各市町村へ送付していたが、ｅ
ＬＴＡＸを通じて電子化協議会へ送付すると自動的に各市町村へ報告書が電子デー
タとして届く。また、税務署及び社会保険庁においても各市町村へ紙媒体により送付
していたものが、ｅＬＴＡＸを経由することにより、各自治体に振り分けられ電子データと
して届く。法人市民税及び固定資産税償却資産の申告も可能。

活動内容
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課　　名 税務課 係　　名 市民税第1係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 全部委託 実施計画

eLTAX端末の機能拡充

基幹系端末への確定申告書等データ取込機能によるデータ
パンチ件数の減少

成果指標

公的関与

089-964-4403 メールアドレス zeim@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

（６）自主性・自立性の高い財政運営の推進

事業区分

事業の対象 納税者、国税庁など 根拠法令 地方税法

総合計画 政策目標 第６章 みんなでつくる協働・自立のまち 政策項目 ５ 自立した自治体経営の推進

004 1001 事務事業名 eLTAX管理運営事業 細事務事業名

主要施策

指標名 計算式又は指標設定理由 平成23年度 平成24年度 平成25年度 最終目標

業務の内容により、指標設定に
はなじまない。

システム環境整備 eLTAX端末の機能拡充 eLTAX端末の機能拡充

国税庁との連携機能完成 基幹系への取込機能利用
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予算費目 会計 一般会計 費目名 総務

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 2,897 2,986

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 214 220

一般財源 3,862 0 0

計(Ａ) 3,862 3,111 3,206

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.013 79 0.018 109 0.018 110

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 3,941 3,220 3,316
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一次評価者 市民税第1係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

国税庁とのデータ連携の内、依然として紙媒体を地元税務署から提供してもらわなければならない課税資料がある。

効率性 全国的に、eLTAXの利用を開始しており、eLTAXが提供するサービスの拡充とあわせて、効率的な運用が期待されます。

改　革
計　画

国税庁側において、技術的改修は講じられているところであるが、地元税務署と連携の上、データ変換可能なファイルの送信を要望していきま
す。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

全国的に整備されつつあるサービスであり、他自治体とのサービスの格差がないよう納税者の利便性の向上及び電子化による事務の
軽減の両面を図ってまいります。

二次評価者 税務課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

国税庁とのデータ連携や、年金特別徴収業務の履行のため、必要不可欠な事業です。

有効性 eLTAXが提供するサービスの拡充により、納税者の利便性の向上も期待されるところです。

達成度 国税庁とのデータ連携や給与支払報告書、償却資産申告書、法人市民税申告書を受信し、利用件数は年々増加しております。

必要性


